
 欧州中央銀行（ECB）は、6月5日の定例理事会で、指標

となる政策金利を0.1％引き下げ、過去最低の0.15％としま

した。また、主要国・地域で初めて、市中銀行が余剰資金を

ECBに預け入れる金利を0.0％から-0.1％へと引き下げる政

策も導入しました。さらに、民間企業向け貸し出し促進のた

め、最長4年間の低利融資資金を供給するプログラムも導入

しました。ECBは、ユーロ圏諸国の低インフレ状態が長期化

する事に警戒感を強めていると同時に、域内の銀行が融資に

慎重であることを問題視しており、銀行の貸し出し減少に歯

止めをかけることが景気の下支えのカギを握ると認識してい

るものと思われます。 

 今般決定のマイナス金利の導入の可能性については、事前

に取り沙汰されていたことからそれ程の驚きではありません

が、ECBのドラギ総裁が「さらなる追加緩和」に含みを持た

せていることから、当面、ユーロ圏の短期金利の上昇は見込

めないものと考えます。一方で、同総裁は、「政策金利が下

限に達した」とも述べており、短期金利水準が限界的な水準

まで低下していることも事実といえます。 

 今回の政策は依然ファンダメンタルズがぜい弱な南欧諸国

への景気下支えとなることから、欧州債券市場にとっては好

ましい環境が続くことが期待されます。一方、米国に関して

は、緩やかな景気回復が続く中、FRBの金融政策の出口戦略

を巡る議論が活発化しており、妥当な時期に短期金利を引き

上げるいくつかの手段が検討されております。このように欧

米で金融政策の方向性に違いが出てきておりますが、総じて

グローバル変動金利債券市場の先行き見通しは明るく、金利

の変動による価格変動が小さいという変動金利債券の優位性

も発揮され安定した値動きが見込まれます。 
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上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。 
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┃ECB政策金利の推移  2009/6/1～2014/6/9 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

09/6 10/6 11/6 12/6 13/6 14/6

（単位：％） 

政策金利 

（年/月） 

┃ユーロ圏消費者物価指数と実質経済成長率の推移  
 2009/6/1～2014/6/9 
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┃為替レートの推移  2009/6/1～2014/6/9 
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ファンドの特色 
1.  主として各国政府・企業等が発行する外貨建て（米ドル建て、ユーロ建て、英ポンド建て、スイス

フラン建て）の変動金利債券等に分散投資を行います。 
 ※市場環境によって、通貨を変更する場合があります。 

● 投資対象とする債券は、取得時において、発行体格付けが投資適格（BBB－以上）の債券（劣後債、優先出資証券等を
含みます。）とします。ただし、個別の債券に付与された格付けは、発行体格付けを下回る場合があります。 

●マザーファンド※の純資産総額の25％以下で、固定金利債券等にも投資を行い、金利動向等に応じて固定金利債券等の
投資比率を機動的に調整します。 
※マザーファンドについては、投資信託説明書（交付目論見書）のファンドの仕組みをご参照ください。 

●ポートフォリオ全体の実質的なデュレーションを、最大1.5年程度までとします。 
● デュレーションとは、金利の変化に対する債券の価格の感応度（変動の割合）を表す指標で、一般的にこの数値が大
きいほど、金利変動による価格の変動も大きくなる傾向にあります。 

●マザーファンドにおける、債券の運用指図に関する権限を、ユニオン バンケール プリヴェ ユービーピー エスエーに委
託します。 

2. 「円ヘッジありコース」と「円ヘッジなしコース」があります。 
 
 
 
 

3. 原則、年1回の決算時に、収益の分配を行います。 
●決算日は、原則４月20日（休業日の場合は翌営業日）。初回決算日は201５年４月20日です。 
●将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。 
●必ず分配を行うものではありません。 

円ヘッジありコース 

原則として、対円で為替ヘッジを行い、為替変動リスクを低減する運用を行います。 円ヘッジなしコース 

原則として、対円で為替ヘッジを行わないため、為替変動の影響を受けます。そのため、円安時
の為替差益の獲得が期待できます （円高時は、為替差損が発生します。）。 

当資料は損保ジャパン日本興亜アセットマネジメント株式会社（以下、弊社）により作成された情報提供資料で
あり、法令に基づく開示書類ではありません。投資信託は金融機関の預金と異なりリスクを含む商品であり、運
用実績は市場環境等により変動します。したがって、元本、分配金の保証はありません。信託財産に生じた利益
および損失は、すべて受益者に帰属します。投資信託は、預金や保険契約と異なり、預金保険・保険契約者保護
機構の保護の対象ではありません。証券会社以外の登録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基
金の保護の対象ではありません。当資料は弊社が信頼できると判断した各種情報に基づいて作成されております
が、その正確性や完全性を保証するものではありません。当資料に記載された意見等は予告なしに変更する場合
があります。また、将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。投資信託の設
定・運用は委託会社が行います。お申込みの際には、投資信託説明書（交付目論見書）をあらかじめまたは同時
にお渡ししますので、詳細をご確認の上、お客さま自身でご判断ください。なお、お客さまへの投資信託説明書
（交付目論見書）の提供は、販売会社において行います。 
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